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【独立行政法人 国立国際医療研究センター】 （単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 9,295,842,699

医業未収金 4,625,784,268

貸倒引当金 △65,865,902 4,559,918,366

未収金 81,125,666

医薬品 208,448,917

診療材料 160,269,849

給食用材料 8,436,181

貯蔵品 21,256,113

前払費用 225,060

未収収益 2,798,024

その他流動資産 12,356,400

流動資産合計 14,350,677,275

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 38,637,632,951

減価償却累計額 △6,424,976,490 32,212,656,461

構築物 740,329,531

減価償却累計額 △139,220,481 601,109,050

医療用器械備品 10,424,885,565

減価償却累計額 △5,435,098,652 4,989,786,913

その他器械備品 6,393,636,463

減価償却累計額 △2,882,763,654 3,510,872,809

車両 4,133,052

減価償却累計額 △275,536 3,857,516

土地 35,380,750,850

建設仮勘定 3,686,666,860

その他有形固定資産 55,750,000

有形固定資産合計 80,441,450,459

２　無形固定資産

ソフトウェア 1,037,616,368

電話加入権 282,000

その他無形固定資産 8,866,331

無形固定資産合計 1,046,764,699

３　投資その他の資産

長期定期預金 400,000,000

破産更生債権等 236,926,085

貸倒引当金 △236,926,085 0

災害備蓄在庫 13,179,647

その他投資資産 888,000

投資その他の資産合計 414,067,647

固定資産合計 81,902,282,805

資産合計 96,252,960,080

貸　借　対　照　表
（平成26年３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【独立行政法人 国立国際医療研究センター】 （単位：円）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

負債の部

Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務 725,749,117

預り寄附金 90,001,891

一年以内返済長期借入金 1,132,033,417

買掛金 1,358,188,595

未払金 4,319,500,338

一年以内支払リース債務 698,653,331

未払消費税等 22,237,800

前受金 99,869,134

預り金 180,592,103

未払費用 8,115,069

引当金

賞与引当金 914,733,039 914,733,039

流動負債合計 9,549,673,834

Ⅱ　固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金 785,938,515

資産見返補助金等 1,852,771,587

資産見返寄附金 62,296,909

建設仮勘定見返施設費 296,503,065

資産見返物品受贈額 11,801,995 3,009,312,071

長期借入金 17,510,518,020

リース債務 524,676,756

引当金

退職給付引当金 26,079,372

環境対策引当金 97,179,100 123,258,472

資産除去債務 94,500,051

固定負債合計 21,262,265,370

負債合計 30,811,939,204

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 67,888,461,589

資本金合計 67,888,461,589

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 4,303,329,019

損益外減価償却累計額（△） △2,883,129,899

資本剰余金合計 1,420,199,120

Ⅲ　繰越欠損金

当期未処理損失 △3,867,639,833

（うち当期総利益） （ 481,013,110 ）

繰越欠損金合計 △3,867,639,833

純資産合計 65,441,020,876

負債純資産合計 96,252,960,080
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【独立行政法人 国立国際医療研究センター】 （単位：円）

経常費用

業務費

給与費 16,980,058,992

材料費 8,997,730,098

委託費 2,639,286,494

設備関係費 5,297,976,612

経費 1,941,300,718

その他 8,124,619 35,864,477,533

一般管理費

給与費 1,164,688,524

委託費 42,909,180

設備関係費 8,546,962

経費 112,275,647 1,328,420,313

財務費用 265,050,105

その他経常費用 53,419,058

経常費用合計 37,511,367,009

経常収益

運営費交付金収益 6,800,747,770

補助金等収益 25,885,000

業務収益

医業収益 28,581,130,496

研修収益 64,775,368

研究収益 993,265,470

教育収益 285,643,030 29,924,814,364

寄附金収益 772,173,275

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 177,578,398

資産見返補助金等戻入 304,787,514

資産見返寄附金戻入 22,564,719

資産見返物品受贈額戻入 417,650 505,348,281

施設費収益 8,457,160

財務収益 5,962,445

その他経常収益 122,968,531

経常収益合計 38,166,356,826

経常利益 654,989,817

臨時損失

固定資産除却損 175,784,723

賠償金負担金 2,100,000 177,884,723

臨時利益

その他臨時利益 3,908,016 3,908,016

当期純利益 481,013,110

当期総利益 481,013,110

損　益　計　算　書
（平成25年４月１日～平成26年３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【独立行政法人 国立国際医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △17,894,090,156

材料の購入による支出 △8,833,201,465

その他の業務支出 △6,019,090,862

運営費交付金収入 6,913,936,000

補助金等収入 1,330,935,000

寄附金収入 779,996,939

医業収入 28,483,004,178

研修収入 63,056,776

研究収入 1,023,966,221

教育収入 286,257,430

その他の収入 151,560,015

小計 6,286,330,076

利息の受取額 4,140,858

利息の支払額 △265,525,456

業務活動によるキャッシュ・フロー 6,024,945,478

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △4,200,000,000

定期預金の戻入による収入 4,600,000,000

有形固定資産の取得による支出 △6,310,538,028

無形固定資産の取得による支出 △15,157,841

施設費による収入 896,398,000

その他の投資活動による支出 △212,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,029,509,869

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 1,800,000,000

長期借入金の返済による支出 △1,099,056,348

リース債務償還による支出 △856,092,763

財務活動によるキャッシュ・フロー △155,149,111

Ⅳ　資金増加額 840,286,498

Ⅴ　資金期首残高 4,655,556,201

Ⅵ　資金期末残高 5,495,842,699

キャッシュ・フロー計算書
（平成25年４月１日～平成26年３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【独立行政法人 国立国際医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 △ 3,867,639,833

当期総利益 481,013,110

前期繰越欠損金 △ 4,348,652,943

Ⅱ　次期繰越欠損金 △ 3,867,639,833

損失の処理に関する書類

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額
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【独立行政法人 国立国際医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用

業務費 35,864,477,533

一般管理費 1,328,420,313

財務費用 265,050,105

その他経常費用 53,419,058

臨時損失 177,884,723 37,689,251,732

（２）（控除）自己収入等

医業収益 △28,581,130,496

研修収益 △64,775,368

研究収益 △789,138,663

教育収益 △285,643,030

その他経常収益 △923,668,970

臨時利益 △3,908,016 △30,648,264,543

業務費用合計 7,040,987,189

Ⅱ　損益外減価償却相当額 794,296,364

Ⅲ　損益外除売却差額相当額 15

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 △410,089,603

Ⅴ　機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 445,478,140 445,478,140

Ⅵ　行政サービス実施コスト 7,870,672,105

行政サービス実施コスト計算書
（平成25年４月１日～平成26年３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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注 記 事 項 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 

１．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物  ２ ～ ４７年 

構築物  ２ ～ ５０年 

医療用器械備品  ２ ～ １０年 

その他器械備品  ２ ～ ２０年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額及び資産除去債務

に対応する特定の除去費用等（独立行政法人会計基準第９１）に係る減価償却相当額について

は、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

 

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員の退職給付に備えるため、運営費交付金により財源措置されない退職給付について、当事

業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会計

基準第３８に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増減額を計上しておりま

す。 

 

４．貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

５．賞与引当金の計上基準 

役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担

すべき支給見込額を計上しております。 

 

６．環境対策引当金の計上基準 

サイクロトロン、ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）等の処分に係る支出に備えるため、今後発生す

ると見込まれる金額を計上しております。 
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７．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）医薬品 

最終仕入原価法に基づく低価法 

（２）診療材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 

（３）給食用材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 

（４）貯蔵品 

最終仕入原価法に基づく低価法 

 

８．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率については、１０年利付国債

の平成２６年３月末利回りを参考に０．６４０％で計算しております。 

 

９．リース取引の処理方法 

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。 

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

 

１０．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 

Ⅱ．貸借対照表 

１．運営費交付金から充当されるべき退職一時金に係る退職給付引当金の見積額 

 5,917,828,662円 

 

２．高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律（平成２０年法律第９３号） 

附則第８条第７項に基づく当事業年度末における保証債務の総額 15,542,551,437円 

 

３．金融商品の状況に関する事項 

当センターは、資金運用については預金及び公債に限定し、また、資金調達については財政融資

資金からの借入によっております。 

また、当センターの診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減

を図っております。 

なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って、資金

調達を行っております。 
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４．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 
 

 区    分 
 貸借対照表 

 計 上 額 
 時  価  差  額 

（１）現金及び預金 

（２）医業未収金 

（３）未払金 

（４）長期借入金 

        9,295 

      4,559 

         (4,319) 

     （18,642） 

         9,295 

          4,559 

         (4,319) 

       （19,310) 

       － 

            － 

            － 

       （667） 

（注１）負債に計上されているものは（ ）で示しております。 

（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

（１）現金及び預金（２）医業未収金（３）未払金 

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。 

（４）長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合

に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 

 

Ⅲ．損益計算書 

１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳 

① 医業収益 4,825,050 円 

② 研修収益 1,457,500 円 

③ 研究収益 147,719,554 円 

  合 計 154,002,104 円 

 

２．経常費用の内訳 

①  給与費のうち、引当金繰入額 

賞与引当金繰入額 813,438,412 円 

退職給付引当金繰入額 18,510,071 円 

② 設備関係費のうち、減価償却費 4,278,155,413 円 

③ 経費のうち、貸倒引当金繰入額 29,955,829 円 

 

３．財務費用の内訳 

支払利息 265,050,105 円 

 

４．財務収益の内訳 

受取利息 5,962,445 円 

 

５．寄附金収益の内訳 

① 財団法人国際協力医学研究振興財団の解散に伴う残余財産を寄附として 

受入 719,406,939 円 

② その他  52,766,336 円 

  合 計 772,173,275 円 
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Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書 

１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 9,295,842,699 円 

現金及び預金勘定のうち定期預金 3,800,000,000 円 

資金期末残高 5,495,842,699 円 

 

２．重要な非資金取引 

① ファイナンス・リースによる資産の取得 4,133,052 円 

② 寄附の受入による資産の取得 14,655,900 円 

  合 計 18,788,952 円 

 

 

Ⅴ．行政サービス実施コスト計算書 

国からの出向職員に係る引当外退職給付増加見積額は△49,318,325円であります。 

 

 

Ⅵ．退職給付引当⾦ 
１．退職給付債務に関する事項 

（単位：円） 
 

 区    分 平成２６年３月３１日現在 

退職給付債務     （Ａ） 

未認識数理計算上の差異（Ｂ） 

退職給付引当⾦（Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ） 

△26,079,372 

0 

△26,079,372 

   

２．退職給付費用に関する事項 

（単位：円） 
 

 区    分 平成２６年３月３１日現在 

勤務費用 
利息費用 
数理計算上の差異の費用処理額 
運営費交付⾦で財源措置された費用 
退職給付費用 

10,184,807 

120,769 

8,204,495 

713,232,129 

731,742,200 

 

３．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
 

 区    分 平成２６年３月３１日現在 

割引率 

退職給付見込み額の期間配分方法 

過去勤務債務の処理年数 

数理計算上の差異の処理年数 

１.２％ 

期間定額基準 

発生事業年度一括費用処理 

発生事業年度一括費用処理 
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Ⅶ．資産除去債務に係る注記事項 

１．資産除去債務のうち、貸借対照表に計上されているもの 

（１）資産除去債務の内容についての簡潔な説明 

当センターは、当センター建物の解体時におけるアスベスト除去費用及び放射線発生装置、

血液照射装置の処理費用等につき資産除去債務を計上しております。 

（２）支出発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件 

負債計上した資産除去債務の金額の算定にあたっては、支出発生までの見込期間を３～６年

と見積もり、割引率は０．１７０～０．４７０％を使用しております。 

（３）資産除去債務の総額の期中における増減内容 

期首残高 94,465,963 円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 0 円 

見積りの変更による増加額 0 円 

時の経過による調整額 34,088 円 

資産除去債務履行に伴う減少額 0 円 

期末残高 94,500,051 円 

    

２．資産除去債務のうち、貸借対照表に計上されていないもの 

当センターは、当センターが運営する国立看護大学校の土地について、他の独立行政法人と土地

賃貸借契約を締結しており、当該賃貸借契約に基づく退去時の原状回復に係る債務を有しておりま

す。 

現在、主務大臣から指示される第1期中期目標（平成２２年４月から平成２７年３月）において、

国立看護大学校の廃止や移転等は明記されておらず、当センターが作成した第1期中期計画（平成

２２年４月から平成２７年３月）においても、国立看護大学校の廃止や移転等は計画しておりませ

ん。さらに、「高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律」第１６条の「国立

国際医療研究センターの業務の範囲」において、「六  国立高度専門医療研究センターの職員の

養成及び研修を目的として看護に関する学理及び技術の教授及び研究並びに研修を行う施設を設

置し、これを運営すること。」と、国立看護大学校の設置と運営が明記されているため、国立看護

大学校の廃止や移転が行われるとしても、主務省等の総合的判断を考慮して実施されるものであり、

その時期については現在未確定な状況であります。 

このようなことから、当該債務に関連する建物の撤去ならびに退去の時期を決定することができ

ず、また、現時点で移転等が行われる予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もること

ができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

Ⅷ．オペレーティング・リース取引 

１．貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 9,198,000 円 

２．貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 3,832,500 円 

 

  

11



Ⅸ．重要な債務負担行為 

当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支払が発生する重要なものは、以下のとお

りです。 

（単位：円） 

契約内容 契約金額 翌事業年度以降の支払金額 

 センター病院 

新棟整備第２期その他工事契約 5,391,687,000  1,875,698,136 

国府台病院 

外来管理治療棟整備工事契約 3,505,542,000  2,888,889,000  

 

Ⅹ．重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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1
6

,6
5

3
,0

0
0

円
）

等
に

よ
る

も
の

で
す

。

有
形

固
定

資
産

（
償

却
費

損
益

外
）

非
償

却
資

産

有
形

固
定

資
産

合
計

当
期

増
加

額
は

、
教

育
研

修
棟

工
事

（
5

2
5

,7
4

1
,9

7
4

円
）

、
汽

缶
棟

更
新

築
整

備
そ

の
他

工
事

（
4

0
1

,1
4

5
,6

7
6

円
）

等
に

よ
る

も
の

で
す

。

投
資

そ
の

他
の

資
産

当
期

増
加

額
は

、
定

位
放

射
線

治
療

装
置

（
3

6
4

,3
5

0
,0

0
0

円
）

、
P

E
T

-
C

T
装

置
（

3
0

1
,5

6
0

,0
0

0
円

）
、

磁
気

共
鳴

断
層

撮
影

装
置

（
1

3
6

,2
4

8
,0

0
0

円
）

、
C

T
ス

キ
ャ

ナ
ー

装
置

（
1

1
2

,6
6

5
,0

0
0

円
）

等
の

取
得

に
よ

る
も

の
で

す
。

当
期

増
加

額
は

、
電

子
カ

ル
テ

シ
ス

テ
ム

（
2

7
9

,8
2

5
,0

0
0

円
）

、
自

動
サ

ン
プ

ル
保

存
装

置
（

1
3

6
,5

0
0

,0
0

0
円

）
、

高
速

シ
ー

ケ
ン

ス
装

置
（

1
1

5
,5

0
0

,0
0

0
円

）
、

高
速

シ
ー

ケ
ン

サ
ー

用
デ

ー
タ

解
析

シ
ス

テ
ム

（
1

0
3

,4
2

5
,0

0
0

円
）

等
の

取
得

に
よ

る
も

の
で

す
。

減
価

償
却

累
計

額

無
形

固
定

資
産

１
．

固
定

資
産

の
取

得
、

処
分

、
減

価
償

却
費

（
「

第
8

7
　

特
定

の
償

却
資

産
の

減
価

に
係

る
会

計
処

理
」

及
び

「
第

9
1

　
資

産
除

去
債

務
に

係
る

特
定

の
除

去
費

用
等

の
会

計
処

理
」

に
よ

る
損

益
外

減
価

償
却

相
当

額
も

含
む

。
）

及
び

減
損

損
失

累
計

額
の

明
細

減
損

損
失

累
計

額
摘

要

有
形

固
定

資
産

（
償

却
費

損
益

内
）

資
産

の
種

類
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２
．

た
な

卸
資

産
の

明
細

（
単

位
：

円
）

2
0
8
,4
4
8
,9
1
7
注

0
1
6
0
,2
6
9
,8
4
9

0
8
,4
3
6
,1
8
1

2
1
,2
5
6
,1
1
3

3
9
8
,4
1
1
,0
6
0

（
注

）
 当

期
減

少
額

の
そ

の
他

は
、

低
価

法
に

よ
る

評
価

損
で

す
。

３
．

長
期

借
入

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

平
均

利
率

（
％

）
返

済
期

限
摘

　
　

要

1
.4
1
%

平
成

2
6

年
5

月
2

5
日

～ 平
成

5
1

年
3

月
2

0
日

４
．

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

9
1
4
,7
3
3
,0
3
9

環
境

対
策

引
当

金
9
7
,1
7
9
,1
0
0

1
,0
1
1
,9
1
2
,1
3
9

期
末

残
高

摘
　

　
要

0

5
,5
8
6
,5
3
4
,4
2
3

2
,5
0
8
,0
0
1
,8
7
5

2
4
6
,5
3
1
,9
6
1

9
,4
7
6
,2
7
7
,6
7
4

1
8
7
,1
7
2

そ
の

他

8
3
9
,1
6
1
,2
0
8 0

8
3
9
,1
6
1
,2
0
8

0 0

当
期

減
少

額

期
末

残
高

1
8
,6
4
2
,5
5
1
,4
3
7

1
7
,9
4
1
,6
0
7
,7
8
5

1
,8
0
0
,0
0
0
,0
0
0

1
,0
9
9
,0
5
6
,3
4
8

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

1
2
9
,2
8
0
,3
1
7

1
7
5
,8
2
4
,3
6
7

6
,5
0
9
,4
8
3

2
2
,3
6
8
,1
9
8

3
3
3
,9
8
2
,3
6
5

当
期

購
入

・

製
造

・
振

替
払

出
・

振
替

そ
の

他

5
,6
6
5
,8
9
0
,1
9
5

2
,4
9
2
,4
4
7
,3
5
7

2
4
8
,4
5
8
,6
5
9

1
,0
6
9
,4
8
1
,4
6
3

0

1
8
7
,1
7
2

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

計

1
,0
7
0
,5
9
3
,5
4
8

9
,4
1
1
,6
6
1
,8
0
7

目
的

使
用

9
3
6
,3
4
0
,3
0
8

0

9
1
4
,7
3
3
,0
3
9

9
7
,1
7
9
,1
0
0

区
　

　
　

分

9
1
4
,7
3
3
,0
3
9

賞
与

引
当

金
8
3
9
,1
6
1
,2
0
8

当
期

増
加

額
期

首
残

高

期
末

残
高

摘
　

　
要

区
　

　
　

分

財
政

融
資

資
金

種
類

計

医
薬

品

診
療

材
料

給
食

用
材

料

貯
蔵

品
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５
．

貸
付

金
等

に
対

す
る

貸
倒

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

当
期

増
減

額
期

末
残

高

△
1
0
,6
2
2
,4
7
4

6
5
,8
6
5
,9
0
2

△
1
0
,6
2
2
,4
7
4

6
5
,8
6
5
,9
0
2
注
１

0
0

0
0
注
１

△
2
,2
2
0
,7
9
1

2
3
6
,9
2
6
,0
8
5

△
2
,2
2
0
,7
9
1

2
3
6
,9
2
6
,0
8
5
注
２

△
1
2
,8
4
3
,2
6
5

3
0
2
,7
9
1
,9
8
7

（
注

）
１

．
一

般
債

権
に

つ
い

て
は

、
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
回

収
不

能
見

込
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

２
．

破
産

更
生

債
権

等
（

発
生

か
ら

１
年

以
上

経
過

し
た

医
業

未
収

金
及

び
未

収
金

）
に

つ
い

て
は

、
個

別
に

回
収

可
能

性
を

検
討

し
回

収
不

能
見

込
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

６
．

退
職

給
付

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

期
末

残
高

摘
　

　
要

2
6
,0
7
9
,3
7
2

退
職

一
時

金
に

係
る

債
務

2
6
,0
7
9
,3
7
2

年
金

資
産

－

退
職

給
付

引
当

金
2
6
,0
7
9
,3
7
2

7
．

資
産

除
去

債
務

の
明

細
（

単
位

：
円

）

摘
　

　
要

（
注

）
資

産
除

去
債

務
に

対
応

す
る

除
去

費
用

等
に

つ
い

て
、

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

第
9

1
の

特
定

は
さ

れ
て

い
ま

せ
ん

。

注 注
0

5
3
,5
5
0
,0
5
10 0

4
,6
2
5
,7
8
4
,2
6
8

4
,6
2
5
,7
8
4
,2
6
8

8
1
,1
2
5
,6
6
6

8
1
,1
2
5
,6
6
6

7
6
,4
8
8
,3
7
6

期
末

残
高

7
6
,4
8
8
,3
7
6

石
綿

障
害

予
防

規
則

未
収

金

一
般

債
権

貸
付

金
等

の
残

高
区

　
　

　
分

8
0
3
,7
9
9
,3
7
0

2
3
9
,1
4
6
,8
7
6

2
3
9
,1
4
6
,8
7
6

5
,5
6
6
,5
7
3
,4
9
3

区
　

　
　

分

破
産

更
生

債
権

等

計

一
般

債
権

期
首

残
高

当
期

増
減

額

期
首

残
高

1
0
,0
6
4
,0
4
6

1
0
,0
6
4
,0
4
6

－

1
0
,0
6
4
,0
4
6

破
産

更
生

債
権

等

退
職

給
付

債
務

合
計

額

区
　

　
　

分

合
　

計
9
4
,4
6
5
,9
6
3

3
4
,0
8
8

△
6
2
2
,7
3
7
,4
7
4

放
射

性
同

位
元

素
等

に
よ

る
放

射
線

障
害

の
防

止
に

関
す

る
法

律
5
3
,5
1
5
,9
6
3

3
4
,0
8
8

期
首

残
高

当
期

増
加

額

未
認

識
過

去
勤

務
債

務
及

び
未

認
識

数
理

計
算

上
の

差
異

0

摘
　

　
要

当
期

増
加

額

1
8
,5
1
0
,0
7
1

1
8
,5
1
0
,0
7
1

－

1
8
,5
1
0
,0
7
1

当
期

減
少

額

2
,4
9
4
,7
4
5

2
,4
9
4
,7
4
5

－

2
,4
9
4
,7
4
5

期
首

残
高

2
3
9
,1
4
6
,8
7
6

2
3
9
,1
4
6
,8
7
6

3
1
5
,6
3
5
,2
5
2

貸
倒

引
当

金
の

残
高

2
3
6
,9
2
6
,0
8
5

4
,9
4
3
,8
3
6
,0
1
9

△
2
,2
2
0
,7
9
1

4
,5
2
3
,6
2
7
,2
4
7

8
0
3
,7
9
9
,3
7
0

医
業

未
収

金
4
,5
2
3
,6
2
7
,2
4
7

1
0
2
,1
5
7
,0
2
1

1
0
2
,1
5
7
,0
2
1

△
7
2
2
,6
7
3
,7
0
4

△
7
2
2
,6
7
3
,7
0
4

△
2
,2
2
0
,7
9
1

2
3
6
,9
2
6
,0
8
5

4
0
,9
5
0
,0
0
0

0
0

4
0
,9
5
0
,0
0
0

0
0

0
9
4
,5
0
0
,0
5
1

当
期

減
少

額
期

末
残

高

0
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8
．

保
証

債
務

の
明

細

（
単

位
：

円
）

保
証

料
収

益

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

金
額

(1
,0
9
9
,0
5
6
,3
4
8
)

(1
,1
3
2
,0
3
3
,4
1
7
)

1
1
6
,6
4
1
,6
0
7
,7
8
5

0
0

1
1
,0
9
9
,0
5
6
,3
4
8

1
1
5
,5
4
2
,5
5
1
,4
3
7

－

（
注

）
１

．
高

度
専

門
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
行

う
独

立
行

政
法

人
に

関
す

る
法

律
附

則
第

8
条

第
7

項
の

規
定

に
基

づ
き

、
各

国
立

高
度

専
門

医
療

研
究

セ
ン

　
タ

ー
は

、
厚

生
労

働
大

臣
が

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

当
該

国
立

高
度

専
門

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

以
外

の
国

立
高

度
専

門
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
が

承
継

　
し

た
旧

特
別

会
計

の
財

政
融

資
資

金
か

ら
の

借
入

金
債

務
を

保
証

し
て

お
り

ま
す

。

２
．

（
　

）
は

、
１

年
以

内
保

証
債

務
減

少
予

定
額

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

9
．

資
本

金
及

び
資

本
剰

余
金

の
明

細

（
単

位
：

円
）

期
末

残
高

摘
　

　
要

資
本

金
政

府
出

資
金

6
7
,8
8
8
,4
6
1
,5
8
9

6
7
,8
8
8
,4
6
1
,5
8
9

資
　

 本
資

本
剰

余
金

剰
余

金
施

設
費

7
1
8
,2
9
2
,1
4
5

注
１

運
営

費
交

付
金

0

補
助

金
等

0

寄
附

金
等

0

目
的

積
立

金
0

損
益

外
除

売
却

差
額

相
当

額
△
1
7
1
,1
1
9
,7
3
0

注
２

そ
の

他
3
,7
5
6
,1
5
6
,6
0
4

4
,3
0
3
,3
2
9
,0
1
9

損
益

外
減

価
償

却
累

計
額

2
,8
8
3
,1
2
9
,8
9
9

注
２

損
益

外
減

損
損

失
累

計
額

0
注

２

損
益

外
利

息
費

用
累

計
額

0

1
,4
2
0
,1
9
9
,1
2
0

（
注

）
 

１
．

当
期

増
加

額
は

、
特

定
資

産
の

取
得

に
よ

る
も

の
で

す
。

 
２

．
当

期
減

少
額

は
、

特
定

資
産

の
除

却
に

よ
る

も
の

で
す

。

1
4
0
,5
5
1
,2
5
0

0 0 0 0
0

1
4
0
,5
5
1
,2
5
0 0

1
9
9
,6
9
8
,8
4
0

期
首

残
高

当
期

増
加

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
金

か
ら

の
負

債
に

係
る

保
証

債
務区
　

　
　

分
当

期
減

少
期

末
残

高

0
0

△
5
9
4
,5
9
7
,5
2
4

区
　

　
　

　
　

　
　

分

差
引

計

0

0 0 0 0

当
期

減
少

額

5
1
8
,5
9
3
,3
0
5

0
6
7
,8
8
8
,4
6
1
,5
8
9

0

6
7
,8
8
8
,4
6
1
,5
8
9

当
期

増
加

額

0

00

2
,1
5
1
,2
9
9
,5
1
4

期
首

残
高

1
9
9
,6
9
8
,8
4
0

7
9
4
,2
9
6
,3
6
4

6
2
,4
6
5
,9
7
90

7
8
,0
8
5
,2
5
6

7
8
,0
8
5
,2
5
6 0

2
,0
1
4
,7
9
6
,6
5
9

1
5

00

△
3
0
,5
6
8
,4
8
0

3
,7
5
6
,1
5
6
,6
0
4

計計

4
,2
4
4
,1
8
1
,4
2
9

0
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1
0

．
運

営
費

交
付

金
債

務
及

び
当

期
振

替
額

等
の

明
細

（
１

）
運

営
費

交
付

金
債

務
の

増
減

の
明

細

（
単

位
：

円
）

0
6
6
1
,6
9
9
,0
0
5

1
9
7
,3
0
7
,9
7
9

0
6
,3
8
5
,4
9
4
,8
6
2

5
2
8
,4
4
1
,1
3
8

0
7
,0
4
7
,1
9
3
,8
6
7

7
2
5
,7
4
9
,1
1
7

資
本

剰
余

金

当
期

振
替

額

運
営

費
交

付
金

収
益

8
5
9
,0
0
6
,9
8
4

交
付

金
当

期
交

付
額

8
5
9
,0
0
6
,9
8
4

6
,9
1
3
,9
3
6
,0
0
0

平
成

２
４

年
度

0

資
産

見
返

小
　

　
計

運
営

費
交

付
金

6
,3
2
7
,9
0
4
,5
2
6

5
7
,5
9
0
,3
3
6

4
7
2
,8
4
3
,2
4
4

1
8
8
,8
5
5
,7
6
1

6
,9
1
3
,9
3
6
,0
0
00

交
付

年
度

計

平
成

２
５

年
度

期
末

残
高

6
,8
0
0
,7
4
7
,7
7
0

2
4
6
,4
4
6
,0
9
7

期
首

残
高
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（
２

）
運

営
費

交
付

金
債

務
の

当
期

振
替

額
の

明
細

平
成

２
４

年
度

交
付

分

（
単

位
：

円
）

２
．

当
該

業
務

に
関

す
る

損
益

等

（
１

）
 損

益
計

算
書

に
計

上
し

た
費

用
の

額
4
7
2
,8
4
3
,2
4
4

円

　
ア

．
研

究
業

務
0

円

　
イ

．
臨

床
研

究
業

務
1
4
0
,6
7
2
,1
1
5

円

　
ウ

．
診

療
業

務
0

円

　
エ

．
教

育
研

修
業

務
0

円

　
オ

．
情

報
発

信
業

務
0

円

　
カ

．
国

際
協

力
業

務
0

円

　
キ

．
国

立
看

護
大

学
校

業
務

0
円

　
ク

．
そ

の
他

3
3
2
,1
7
1
,1
2
9

円

　
　

　
（

内
訳

）
退

職
手

当
3
3
2
,1
7
1
,1
2
9

円

（
２

）
固

定
資

産
の

取
得

額
1
8
8
,8
5
5
,7
6
1

円

　
ア

．
研

究
業

務
0

円

　
イ

．
臨

床
研

究
業

務
1
8
8
,8
5
5
,7
6
1

円

　
ウ

．
診

療
業

務
0

円

　
エ

．
情

報
発

信
業

務
0

円

　
オ

．
国

立
看

護
大

学
校

業
務

0
円

３
．

運
営

費
交

付
金

収
益

化
額

の
積

算
根

拠

　
　

年
度

計
画

の
予

定
ど

お
り

に
遂

行
し

た
業

務
に

つ
い

て
、

各
業

務
に

当
て

ら
れ

て
る

運
営

費
交

付
金

の
計

画
額

を
収

益
化

資
本

剰
余

金
0

計
0

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

1
8
8
,8
5
5
,7
6
1 0

　
－

　
（

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

0

　
－

　
（

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

0

合
　

　
　

計
6
6
1
,6
9
9
,0
0
5

会
計

基
準

第
8

1
第

3
項

に
よ

る
振

替
額

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0

資
本

剰
余

金
0

計
0

運
営

費
交

付
金

収
益

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0

区
　

　
　

分
金

　
　

　
額

内
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
訳

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

4
7
2
,8
4
3
,2
4
4

１
．

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
：

研
究

業
務

、
臨

床
研

究
業

務
、

診
療

業
務

、
教

育
研

修
業

務
、

情
報

発
信

業
務

、
　

　
国

際
協

力
業

務
、

国
立

看
護

大
学

校
業

務
、

そ
の

他

6
6
1
,6
9
9
,0
0
5

資
本

剰
余

金
0

計
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平
成

２
５

年
度

交
付

分

（
単

位
：

円
）

２
．

当
該

業
務

に
関

す
る

損
益

等

（
１

）
 損

益
計

算
書

に
計

上
し

た
費

用
の

額
6
,3
2
7
,9
0
4
,5
2
6

円

　
ア

．
研

究
業

務
1
,0
5
5
,6
5
4
,2
4
8

円

　
イ

．
臨

床
研

究
業

務
1
,5
6
7
,2
8
1
,2
7
8

円

　
ウ

．
診

療
業

務
1
5
9
,3
4
5
,0
0
0

円

　
エ

．
教

育
研

修
業

務
1
,8
6
0
,3
2
0
,0
0
0

円

　
オ

．
情

報
発

信
業

務
1
8
3
,8
7
1
,0
0
0

円

　
カ

．
国

際
協

力
業

務
5
5
7
,8
2
1
,0
0
0

円

　
キ

．
国

立
看

護
大

学
校

業
務

5
5
3
,8
7
3
,0
0
0

円

　
ク

．
そ

の
他

3
8
9
,7
3
9
,0
0
0

円

　
　

　
（

内
訳

）
病

院
内

保
育

所
運

営
費

8
,6
7
8
,0
0
0

円

退
職

手
当

3
8
1
,0
6
1
,0
0
0

円

（
２

）
固

定
資

産
の

取
得

額
5
7
,5
9
0
,3
3
6

円

　
ア

．
研

究
業

務
4
,5
8
7
,7
5
2

円

　
イ

．
臨

床
研

究
業

務
5
3
,0
0
2
,5
8
4

円

　
ウ

．
国

立
看

護
大

学
校

業
務

0
円

　
エ

．
情

報
発

信
業

務
0

円

３
．

運
営

費
交

付
金

収
益

化
額

の
積

算
根

拠

　
　

年
度

計
画

の
予

定
ど

お
り

に
遂

行
し

た
業

務
に

つ
い

て
、

各
業

務
に

当
て

ら
れ

て
る

運
営

費
交

付
金

の
計

画
額

を
収

益
化

6
,3
2
7
,9
0
4
,5
2
6

会
計

基
準

第
8

1
第

3
項

に
よ

る
振

替
額

0

合
　

　
　

計
6
,3
8
5
,4
9
4
,8
6
2

１
．

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
：

研
究

業
務

、
臨

床
研

究
業

務
、

診
療

業
務

、
教

育
研

修
業

務
、

情
報

発
信

業
務

、
　

　
国

際
協

力
業

務
、

国
立

看
護

大
学

校
業

務
、

そ
の

他

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

5
7
,5
9
0
,3
3
6

資
本

剰
余

金
0

計
6
,3
8
5
,4
9
4
,8
6
2

運
営

費
交

付
金

収
益

資
本

剰
余

金
0

計
00

　
－

　
（

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0

計

内
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
訳

　
－

　
（

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0

資
本

剰
余

金
0

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

0 0

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

区
　

　
　

分
金

　
　

　
額
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（
３

）
運

営
費

交
付

金
債

務
残

高
の

明
細

（
単

位
：

円
）

○
　

臨
床

研
究

業
務

の
う

ち
、

バ
イ

オ
バ

ン
ク

推
進

関
連

研
究

の
未

了
等

に
よ

り
、

運
営

費
交

付

金
債

務
と

し
て

翌
事

業
年

度
に

繰
越

し
た

も
の

。

○
　

翌
事

業
年

度
に

お
い

て
計

画
ど

お
り

成
果

を
達

成
で

き
る

見
込

み
で

あ
り

、
翌

事
業

年
度

に

お
い

て
収

益
化

す
る

予
定

で
あ

る
。

　
－

　
（

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

　
－

　
（

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

交
付

年
度

運
営

費
交

付
金

債
務

残
高

残
高

の
発

生
理

由
及

び
収

益
化

等
の

計
画

区
　

　
分

業
務

等
区

分
金

　
　

額

平
成

２
４

年
度

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分

研
究

業
務

0

臨
床

研
究

業
務

1
9
7
,3
0
7
,9
7
9

診
療

業
務

0

教
育

研
修

業
務

0

情
報

発
信

業
務

0

国
際

協
力

業
務

そ
の

他
0

小
計

0

国
立

看
護

大
学

校
業

務

－
0

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分

1
9
7
,3
0
7
,9
7
9

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分
－

計

0

1
9
7
,3
0
7
,9
7
90
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（
単

位
：

円
）

○
　

臨
床

研
究

業
務

の
う

ち
、

国
際

医
療

研
究

開
発

費
及

び
バ

イ
オ

リ
ソ

ー
ス

関
連

経
費

に
つ

い
て

、

研
究

課
題

の
未

了
に

よ
る

繰
越

を
承

認
し

た
た

め
、

運
営

費
交

付
金

債
務

と
し

て
翌

事
業

年
度

に

繰
越

し
た

も
の

。

○
　

翌
事

業
年

度
に

お
い

て
計

画
ど

お
り

成
果

を
達

成
で

き
る

見
込

み
で

あ
り

、
翌

事
業

年
度

に
お

い
て

収
益

化
す

る
予

定
で

あ
る

。

　
－

　
（

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

　
－

　
（

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

そ
の

他

小
計

区
　

　
分

金
　

　
額

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分

0

交
付

年
度

平
成

２
５

年
度

残
高

の
発

生
理

由
及

び
収

益
化

等
の

計
画

0 0

5
2
8
,4
4
1
,1
3
8

国
際

協
力

業
務

国
立

看
護

大
学

校
業

務

計

－－

研
究

業
務

臨
床

研
究

業
務

診
療

業
務

教
育

研
修

業
務

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分

業
務

等
区

分

運
営

費
交

付
金

債
務

残
高

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分

5
2
8
,4
4
1
,1
3
800

5
2
8
,4
4
1
,1
3
8 0 0 0 0

情
報

発
信

業
務
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１
１

．
運

営
費

交
付

金
以

外
の

国
等

か
ら

の
財

源
措

置
の

明
細

（
１

）
施

設
費

の
明

細

（
単

位
：

円
）

2
1
,7
6
9
,4
4
0

4
,6
9
6
,1
1
0

2
1
,7
6
9
,4
4
0

4
,6
9
6
,1
1
0

（
２

）
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：

円
）

0
0

8
,4
0
8
,0
0
0

4
,9
5
6
,0
0
0

0
1
0
,5
8
9
,0
0
0

1
,3
0
2
,0
2
1
,0
0
0

0
6
,8
8
8
,0
0
0

1
,3
0
6
,9
7
7
,0
0
0

0
2
5
,8
8
5
,0
0
0

当
期

交
付

額

左
の

会
計

処
理

内
訳

区
　

　
　

　
　

分
当

期
交

付
額

2
0
0
,0
0
0
,0
0
0

摘
　

要
資

本
剰

余
金

独
立

行
政

法
人

国
立

国
際

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

施
設

整
備

費
補

助
金

資
本

剰
余

金

平
成

２
５

年
度

医
療

施
設

運
営

費
等

補
助

金
（

救
急

医
療

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

セ
ン

タ
ー

運
営

事
業

）

建
設

仮
勘

定
補

助
金

等

左
の

会
計

処
理

内
訳

区
　

　
　

　
　

分

2
0
0
,0
0
0
,0
0
0

1
,3
0
8
,9
0
9
,0
0
0

0
1
5
,5
4
5
,0
0
0

8
,4
0
8
,0
0
0

0

平
成

2
4

年
度

（
平

成
2

5
年

度
へ

の
繰

越
分

）
設

備
整

備
費

補
助

金
0

1
,3
3
2
,8
6
2
,0
0
0

0

1
7
3
,5
3
4
,4
5
0

合
　
　
　
　
　
計

合
　

　
　

　
　

計

資
産

見
返

補
助

金
等

収
益

計
上

摘
　

要

平
成

２
５

年
度

こ
こ

ろ
の

健
康

づ
く

り
対

策
事

業
費

補
助

金
（

思
春

期
精

神
保

健
対

策
専

門
研

修
事

業
）

そ
の

他

1
7
3
,5
3
4
,4
5
0

建
設

仮
勘

定
見

返
施

設
費
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１
２

．
役

員
及

び
職

員
の

給
与

の
明

細

（
単

位
：

千
円

、
人

）

支
給

人
員

(0
) 1

(0
)

1
4
9

(0
)

1
5
0

（
注

）
１

．

２
．

３
．

支
給

人
員

は
、

年
間

平
均

支
給

人
数

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

４
．

非
常

勤
の

役
員

及
び

職
員

は
、

外
数

と
し

て
（

　
　

）
で

記
載

し
て

お
り

ま
す

。

５
．

中
期

計
画

に
お

い
て

は
、

法
定

福
利

費
等

を
含

め
て

予
算

上
の

人
件

費
と

し
て

お
り

ま
す

が
、

上
記

明
細

に
は

法
定

福
利

費
等

は
含

ま
れ

て
お

り
ま

せ
ん

。

役
員

に
対

す
る

報
酬

等
の

支
給

基
準

は
、

独
立

行
政

法
人

国
立

国
際

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

報
酬

規
程

及
び

独
立

行
政

法
人

国
立

国
際

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

退
職

手
当

規
程

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。

区
　

　
　

分

職
員

に
対

す
る

給
与

等
の

支
給

基
準

は
、

独
立

行
政

法
人

国
立

国
際

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

職
員

給
与

規
程

、
独

立
行

政
法

人
国

立
国

際
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
非

常
勤

職
員

給
与

規
程

、
独

立
行

政
法

人
国

立
国

際
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
非

常
勤

医
師

及
び

歯
科

医
師

給
与

規
程

、
独

立
行

政
法

人
国

立
国

際
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
職

員
退

職
手

当
規

程
に

よ
っ

て
お

り
ま

す
。

役
　

　
　

員

職
　

　
　

員

合
　

　
　

計

支
給

額
支

給
人

員

退
職

手
当

支
給

額

報
酬

又
は

給
与

7
1
9
,2
2
3

(5
) 4

(7
4
2
)

1
,7
4
2

(7
4
7
)

1
,7
4
6

(6
,6
6
0
)

5
0
,4
9
6

(2
,6
8
4
,8
2
4
)

1
1
,6
5
8
,0
8
9

(2
,6
9
1
,4
8
4
)

1
1
,7
0
8
,5
8
5

(0
)

2
6
,2
7
9

(0
)

(0
)

6
9
2
,9
4
4

23



１
３

．
開

示
す

べ
き

セ
グ

メ
ン

ト
情

報

（
単

位
：

円
）

研
究

事
業

臨
床

研
究

事
業

診
療

事
業

教
育

研
修

事
業

情
報

発
信

事
業

国
際

協
力

事
業

国
立

看
護

大
学

校
事

業
計

法
人

共
通

合
計

事
業

費
用

業
務

費
1
,2
3
7
,8
9
9
,6
2
8

2
,7
4
6
,7
1
9
,1
0
5

2
7
,4
7
1
,1
3
3
,2
1
2

2
,6
4
4
,4
5
0
,4
7
4

3
1
1
,3
6
6
,1
1
3

6
0
2
,3
5
4
,8
4
5

8
5
0
,5
5
4
,1
5
6

3
5
,8
6
4
,4
7
7
,5
3
3

-
3
5
,8
6
4
,4
7
7
,5
3
3

一
般

管
理

費
-

-
-

-
-

-
-

-
1
,3
2
8
,4
2
0
,3
1
3

1
,3
2
8
,4
2
0
,3
1
3

財
務

費
用

0
3
0
6
,3
2
5

2
6
4
,7
4
3
,7
8
0

0
0

0
0

2
6
5
,0
5
0
,1
0
5

0
2
6
5
,0
5
0
,1
0
5

そ
の

他
0

1
,9
2
5
,4
2
7

9
,9
5
3
,3
7
8

1
,6
0
0

3
3
,9
8
1

6
,4
2
0

4
7
,5
8
0

1
1
,9
6
8
,3
8
6

4
1
,4
5
0
,6
7
2

5
3
,4
1
9
,0
5
8

事
業

費
用

計
1
,2
3
7
,8
9
9
,6
2
8

2
,7
4
8
,9
5
0
,8
5
7

2
7
,7
4
5
,8
3
0
,3
7
0

2
,6
4
4
,4
5
2
,0
7
4

3
1
1
,4
0
0
,0
9
4

6
0
2
,3
6
1
,2
6
5

8
5
0
,6
0
1
,7
3
6

3
6
,1
4
1
,4
9
6
,0
2
4

1
,3
6
9
,8
7
0
,9
8
5

3
7
,5
1
1
,3
6
7
,0
0
9

事
業

収
益

研
究

収
益

-
7
1
0
,4
4
2
,1
7
3

-
-

-
-

-
7
1
0
,4
4
2
,1
7
3

2
8
2
,8
2
3
,2
9
7

9
9
3
,2
6
5
,4
7
0

医
業

収
益

-
-

2
8
,5
8
1
,1
3
0
,4
9
6

-
-

-
-

2
8
,5
8
1
,1
3
0
,4
9
6

-
2
8
,5
8
1
,1
3
0
,4
9
6

研
修

収
益

-
-

-
3
5
,9
7
8
,2
5
0

-
2
8
,7
9
7
,1
1
8

-
6
4
,7
7
5
,3
6
8

-
6
4
,7
7
5
,3
6
8

教
育

収
益

-
-

-
-

-
-

2
8
5
,6
4
3
,0
3
0

2
8
5
,6
4
3
,0
3
0

-
2
8
5
,6
4
3
,0
3
0

運
営

費
交

付
金

収
益

1
,0
5
5
,6
5
4
,2
4
8

1
,7
0
7
,9
5
3
,3
9
3

1
5
9
,3
4
5
,0
0
0

1
,8
6
0
,3
2
0
,0
0
0

1
8
3
,8
7
1
,0
0
0

5
5
7
,8
2
1
,0
0
0

5
5
3
,8
7
3
,0
0
0

6
,0
7
8
,8
3
7
,6
4
1

7
2
1
,9
1
0
,1
2
9

6
,8
0
0
,7
4
7
,7
7
0

補
助

金
等

収
益

6
,8
8
8
,0
0
0

0
8
,4
0
8
,0
0
0

1
0
,5
8
9
,0
0
0

0
0

0
2
5
,8
8
5
,0
0
0

0
2
5
,8
8
5
,0
0
0

寄
附

金
収

益
0

4
0
,1
0
9
,2
1
9

5
,0
0
9
,2
3
3

1
,7
7
3
,8
8
4

1
0
0
,0
0
0

1
0
,0
0
0

0
4
7
,0
0
2
,3
3
6

7
2
5
,1
7
0
,9
3
9

7
7
2
,1
7
3
,2
7
5

資
産

見
返

負
債

戻
入

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

戻
入

1
8
,4
0
7
,2
9
3

1
4
9
,6
1
4
,6
4
3

7
,2
7
6
,8
0
1

0
4
7
4
,5
9
7

0
1
,8
0
5
,0
6
4

1
7
7
,5
7
8
,3
9
8

0
1
7
7
,5
7
8
,3
9
8

資
産

見
返

補
助

金
等

戻
入

1
5
4
,2
5
2
,3
2
7

0
1
2
0
,8
7
8
,5
8
1

2
9
,6
5
6
,6
0
6

0
0

0
3
0
4
,7
8
7
,5
1
4

0
3
0
4
,7
8
7
,5
1
4

資
産

見
返

寄
附

金
戻

入
8
8
3
,0
4
4

2
0
,8
9
4
,5
8
3

4
4
7
,9
4
4

0
0

0
3
3
9
,1
4
8

2
2
,5
6
4
,7
1
9

0
2
2
,5
6
4
,7
1
9

資
産

見
返

物
品

受
贈

額
戻

入
0

0
0

0
0

0
4
1
7
,6
5
0

4
1
7
,6
5
0

0
4
1
7
,6
5
0

施
設

費
収

益
0

0
0

8
,4
5
7
,1
6
0

0
0

0
8
,4
5
7
,1
6
0

0
8
,4
5
7
,1
6
0

財
務

収
益

0
0

0
0

0
0

0
0

5
,9
6
2
,4
4
5

5
,9
6
2
,4
4
5

そ
の

他
1
,3
4
6
,6
6
4

2
,8
1
8
,9
0
5

5
0
,4
9
9
,5
4
8

1
5
,6
8
4
,0
4
5

5
9
,6
5
1

2
,1
8
7
,7
6
2

1
,4
0
1
,2
3
6

7
3
,9
9
7
,8
1
1

4
8
,9
7
0
,7
2
0

1
2
2
,9
6
8
,5
3
1

事
業

収
益

計
1
,2
3
7
,4
3
1
,5
7
6

2
,6
3
1
,8
3
2
,9
1
6

2
8
,9
3
2
,9
9
5
,6
0
3

1
,9
6
2
,4
5
8
,9
4
5

1
8
4
,5
0
5
,2
4
8

5
8
8
,8
1
5
,8
8
0

8
4
3
,4
7
9
,1
2
8

3
6
,3
8
1
,5
1
9
,2
9
6

1
,7
8
4
,8
3
7
,5
3
0

3
8
,1
6
6
,3
5
6
,8
2
6

事
業

損
益

（
△

損
失

）
△
4
6
8
,0
5
2

△
1
1
7
,1
1
7
,9
4
1

1
,1
8
7
,1
6
5
,2
3
3

△
6
8
1
,9
9
3
,1
2
9

△
1
2
6
,8
9
4
,8
4
6

△
1
3
,5
4
5
,3
8
5

△
7
,1
2
2
,6
0
8

2
4
0
,0
2
3
,2
7
2

4
1
4
,9
6
6
,5
4
5

6
5
4
,9
8
9
,8
1
7

4
,4
7
8
,5
4
5
,7
6
1

1
,5
1
0
,6
7
2
,4
3
5

7
5
,3
3
7
,3
9
4
,1
2
7

1
,3
6
3
,9
3
0
,1
8
4

1
1
7
,7
2
3
,2
9
1

1
4
7
,9
2
4
,3
3
0

3
,5
8
4
,9
0
3
,4
8
4

8
6
,5
4
1
,0
9
3
,6
1
2

9
,7
1
1
,8
6
6
,4
6
8

9
6
,2
5
2
,9
6
0
,0
8
0

　
（

主
要

資
産

内
訳

）

流
動

資
産

現
金

及
び

預
金

0
0

0
0

0
0

0
0

9
,2
9
5
,8
4
2
,6
9
9

9
,2
9
5
,8
4
2
,6
9
9

医
業

未
収

金
0

0
4
,6
2
5
,7
8
4
,2
6
8

0
0

0
0

4
,6
2
5
,7
8
4
,2
6
8

0
4
,6
2
5
,7
8
4
,2
6
8

固
定

資
産

有
形

固
定

資
産

4
,4
7
6
,9
2
9
,3
9
5

1
,4
0
8
,8
5
9
,0
4
5

6
9
,3
6
5
,2
0
1
,6
2
8

1
,3
4
5
,6
0
4
,9
5
8

1
1
7
,7
2
0
,4
7
1

1
4
6
,8
7
6
,6
2
9

3
,5
7
5
,3
7
0
,4
1
3

8
0
,4
3
6
,5
6
2
,5
3
9

4
,8
8
7
,9
2
0

8
0
,4
4
1
,4
5
0
,4
5
9

（
１

）

（
２

）
事

業
の

内
容

「
研

究
事

業
」

 ：
 感

染
症

そ
の

他
の

医
療

に
関

す
る

国
際

的
研

究
・

開
発

を
推

進
す

る
事

業

「
臨

床
研

究
事

業
」

 ：
 治

療
成

績
及

び
患

者
の

Q
O

L
の

向
上

に
つ

な
が

る
臨

床
研

究
及

び
治

験
等

の
事

業

「
診

療
事

業
」

 ：
 感

染
症

そ
の

他
の

患
者

及
び

そ
の

家
族

の
視

点
に

立
っ

た
、

良
質

か
つ

安
全

な
医

療
を

提
供

す
る

た
め

の
事

業

「
教

育
研

修
事

業
」

 ：
 感

染
症

そ
の

他
の

医
療

に
対

す
る

研
究

・
医

療
の

専
門

家
（

看
護

師
、

薬
剤

師
等

の
コ

メ
デ

ィ
カ

ル
部

門
も

含
む

。
）

の
育

成
を

積
極

的
に

行
う

事
業

「
情

報
発

信
事

業
」

 ：
 研

究
成

果
等

や
収

集
し

た
国

内
外

の
最

新
知

見
等

の
情

報
を

迅
速

か
つ

分
か

り
易

く
、

国
民

及
び

医
療

機
関

に
提

供
す

る
事

業

「
国

際
協

力
事

業
」

 ：
　

海
外

へ
技

術
者

を
派

遣
し

医
療

に
係

る
国

際
協

力
に

関
す

る
調

査
及

び
研

究
並

び
に

技
術

者
の

研
修

を
行

う
事

業

「
国

立
看

護
大

学
校

事
業

」
 ：

　
国

立
高

度
専

門
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
の

職
員

の
養

成
及

び
研

修
を

目
的

と
し

て
看

護
に

関
す

る
学

理
及

び
技

術
の

教
授

及
び

研
究

並
び

に
研

修
を

行
う

事
業

（
３

）
事

業
費

用
の

う
ち

法
人

共
通

は
、

各
セ

グ
メ

ン
ト

に
配

賦
不

能
な

費
用

で
あ

り
、

そ
の

主
な

も
の

は
、

管
理

部
門

に
係

る
費

用
（

1
,3

2
8

,4
2

0
,3

1
3

円
）

で
す

。

（
４

）
総

資
産

の
う

ち
法

人
共

通
は

、
各

セ
グ

メ
ン

ト
に

配
賦

し
な

か
っ

た
資

産
で

あ
り

、
そ

の
主

な
も

の
は

、
現

金
及

び
預

金
（

9
,2

9
5

,8
4

2
,6

9
9

円
）

で
す

。

セ
グ

メ
ン

ト
の

区
分

に
つ

い
て

は
、

高
度

専
門

医
療

に
関

す
る

研
究

等
を

行
う

独
立

行
政

法
人

に
関

す
る

法
律

に
定

め
ら

れ
て

い
る

業
務

内
容

に
基

づ
き

、
「

研
究

事
業

」
、

「
臨

床
研

究
事

業
」

、
「

診
療

事
業

」
、

「
教

育
研

修
事

業
」

、
「

情
報

発
信

事
業

」
、

「
国

際
協

力
事

業
」

、
「

国
立

看
護

大
学

校
事

業
」

に
区

分
し

て
お

り
ま

す
。

総
資

産

24



（
５

）
損

益
外

減
価

償
却

相
当

額
、

損
益

外
減

損
損

失
相

当
額

、
損

益
外

除
売

却
差

額
相

当
額

及
び

引
当

外
退

職
給

付
増

加
見

積
額

の
各

セ
グ

メ
ン

ト
の

金
額

は
、

以
下

の
と

お
り

で
す

。

（
単

位
：

円
）

研
究

事
業

臨
床

研
究

事
業

診
療

事
業

教
育

研
修

事
業

情
報

発
信

事
業

国
際

協
力

事
業

国
立

看
護

大
学

校
事

業
計

法
人

共
通

合
計

4
0
5
,8
0
3
,9
9
5

2
7
,9
1
4
,6
8
9

5
4
,4
9
7
,5
9
8

6
8
,3
9
6
,2
2
5

6
,9
3
3
,1
4
5

8
,7
2
5
,3
4
4

2
2
2
,0
2
5
,3
6
8

7
9
4
,2
9
6
,3
6
4

0
7
9
4
,2
9
6
,3
6
4

損
益

外
除

売
却

差
額

相
当

額
1

0
3

1
1

0
0

0
1
5

0
1
5

8
,7
9
5
,8
4
3

1
3
,7
5
7
,5
9
2

△
3
4
6
,1
9
0
,8
9
8

5
,1
6
1
,7
3
5

7
1
7
,5
1
7

1
,1
9
7
,1
7
1

△
8
,0
5
9
,2
0
8

△
3
2
4
,6
2
0
,2
4
8

△
8
5
,4
6
9
,3
5
5

△
4
1
0
,0
8
9
,6
0
3

１
４

．
上

記
以

外
の

主
な

資
産

、
負

債
、

費
用

及
び

収
益

の
明

細

　
　

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

引
当

外
退

職
給

付
増

加
見

積
額

損
益

外
減

価
償

却
相

当
額
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【独立行政法人 国立国際医療研究センター】 （単位：円）

区　　分 予 算 額 決 算 額 差　　額 備　 考

収入

運営費交付金 6,913,936,000 6,913,936,000 0

施設整備費補助金 366,666,000 896,398,000 529,732,000 ２４年度に完了した工事の補助金が２５

年度に入金されたことによる。

長期借入金等 3,300,000,000 1,800,000,000 △1,500,000,000 工事の遅れにより２６年度へ繰越しに

なったことによる。

業務収入 32,352,978,224 31,967,216,544 △385,761,680

その他収入 4,727,573,000 4,755,700,873 28,127,873

計 47,661,153,224 46,333,251,417 △1,327,901,807

支出

業務経費 33,734,495,000 32,746,382,483 △988,112,517

研究業務経費 1,188,348,000 1,013,336,066 △175,011,934 人件費を削減したことによる。

臨床研究業務経費 3,555,382,000 2,483,364,397 △1,072,017,603 材料費を削減したことによる。

診療業務経費 23,424,346,000 23,605,888,631 181,542,631 人件費が増加したことによる。

教育研修業務経費 2,843,486,000 2,570,659,426 △272,826,574 人件費を削減したことによる。

情報発信業務経費 211,418,000 268,924,056 57,506,056 経費が増加したことによる。

国際協力業務経費 575,661,000 597,079,887 21,418,887 人件費が増加したことによる。

国立看護大学校業務経費 802,047,000 786,790,576 △15,256,424 経費を削減したことによる。

その他の経費 1,133,807,000 1,420,339,444 286,532,444 人件費が増加したことによる。

施設整備費 8,209,449,402 6,325,695,869 △1,883,753,533

借入金償還 1,099,056,348 1,099,056,348 0

支払利息 265,441,980 265,525,456 83,476

その他支出 810,075,965 5,056,304,763 4,246,228,798

計 44,118,518,695 45,492,964,919 1,374,446,224

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。

　 （２）損益計算書の財務収益、その他経常収益は、決算報告書上は「その他収入」に含んでおります。

決　算　報　告　書
（平成25年４月１日～平成26年３月３１日）

医業収入の減少による。

工事の遅れにより２６年度へ繰越しに
なったことによる。

定期預金の預入等による。

　 （１）損益計算書の補助金等収益、業務収益、寄附金収益は、決算報告書上は「業務収入」に含んでおります。

　 （３）損益計算書の一般管理費、その他経常費用は、決算報告書上は業務経費の「その他の経費」に含んでおります。
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監監監監 事事事事 のののの 意意意意 見見見見  
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会計監査人の意見会計監査人の意見会計監査人の意見会計監査人の意見 
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